
小児医療に関する行政評価・監視結果報告書
（平成19年9月 総務省行政評価局）



都道府県別新生児死亡率とNICU専任医数
ー2003年新生児医療連絡会調査ー
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総務省行政評価局「小児医療に関する行政評価・監視」（平成19年9月）において、低い新生児死亡率が
常態化しているとされた8都道府県、平均的28都道府県、高い11都道府県

NICU専任医師数（人口100万人あたり）

*p<0.05



新生児医療体制構築上の
課題と問題点

• 整備と集約化が開始されて12年が経過

• NICU病床数は不足しており、周産期医療体

制全体に影響を与えている。

• NICU病床数を維持・確保する上で、新生児

科医不足が最大の問題である。

• 新生児科医不足は新生児死亡率にも影響し
てゆく可能性がある。



医師確保対策
１）勤務条件の改善

a,過重労働の解消
新生児科医の養成には長期間（8年以上）必要

直ちに定員を満たすことは困難

過重労働（離職しない範囲の）がむしろ病院の収益

b,勤務医における低賃金
開業を前提としたキャリアパス

医療の専門分化と高度化、開業と二者択一

開業が前提とならない、かつ条件が厳しい診療科の不人気

c,専門性の評価
国民が求める高度な専門医療の危機

→専門性が高い医師を開業医と同等以上に評価



２）標榜科としての確立

• 広告可能な診療科名の改正(平成２０年３月３１日)
患者が適切な医療機関の選択を行うことを支援
小児（新生児）科、新生児内科

• 救急医療システムでは小児救急と別分野

小児循環器、小児感染症、

小児神経、小児アレルギー、など・・・・・・・・・小児救急

新生児・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・周産期救急

• 新生児科医師数など統計上未把握

• 新生児科の院内標榜 57(+22)施設



３）職域団体による専門医の養成

"大学医局"が医師養成のコーディネーター

（時間的・空間的な不整合性を調整）

新医師臨床研修制度以後

初期研修と後期研修 →臨床研修病院

専門医研修および研修終了後→”民間医局TM”？

大学横断、地域横断的研修コーディネートセンター ”学会医局”
専門研修の調整

休職医師の復帰支援

将来的には指導医や研修者の地域配分も



まとめ

• 平成８年周産期医療対策事業により新生児医療施
設の整備と集約化が行われた。

• １２年が経過して、NICU病床必要数が約50%増加

していた。

• NICU整備にあたり、新生児医師不足が最大の障

害となり、今後新生児死亡率に影響してゆく可能性
も考えられた。

• 各種施策とともに、学会による専門医必要数の決定
や研修コーディネート機能も検討する価値があると
考えられた。


